	（様式第４号）
	人権尊重のまちづくり審議会　会議概要　　　公開用

	１ 審議会名
	人権尊重のまちづくり審議会
	

	２ 日　　　時
	令和3年11月4日　午後1時30分から午後2時40分まで
	

	３ 会　　　場
	中央解放会館　2階　大会議室
	

	４ 出　席　者
	田中会長、山口副会長、堀内委員、金井委員、市川委員、百瀬委員、関委員、小林委員、土屋委員、宮之上委員、柴本委員、原山委員、油井委員、山崎委員
	

	５ 市側出席者
	（市長部局）城下市民まちづくり推進部長、佐藤人権男女共生課長、堀内人権同和対策係長、永井人権同和対策係主事
（教育委員会）西嶋生涯学習・文化財課 人権同和教育政策幹、樋口人権同和教育係長
	

	６ 公開・非公開
	公　開　・　一部公開　・　非公開
	

	７ 傍　聴　者　　0人　　記者　0人
	

	８ 会議概要作成年月日
	令和3年11月4日
	

	協　　議　　事　　項　　等


	１　開　　会

２　あいさつ

３　委員・職員自己紹介
４　会長・副会長の選出
　　会長に田中委員、副会長に山口委員を選任

５　審議会等の概要説明
６　協議事項
　（１）上田市人権施策基本方針（第一次改訂）の進捗状況について
・分野別ごとの概略事務局説明（事務局）
質疑等

【高齢者、障がい者について】
【質 問】（委員）　高齢者のところで認知症の方に対する相談支援に関して2025年には5人に一人が認知症、認知症予備軍と言われており、市の方でも認知症サポーターの方々を委嘱してやっていると思うが、現在はどのような活動をしているのか。
《回答》（事務局）高齢者介護課の方に認知症サポーターについて確認し、皆様へ御報告する。
【要 望】（委員）　障がい者のことで、3つの障害があるのはご存知でしょうか。身障、知的、精神があって、この中で身障、知的の方は外見でわかりやすいが精神の方はわかりづらく、なかなか支援が大変である。
　　　　　　　　　病院から地域社会へ、ということで数年前から地域社会の中で生活できるような体制が整ってきているが、精神の障がい者に対してもう少し世間が正しい理解と知識を得ていただける周知方法があればと思う。　
　　　　　　　　　私の近くにもそのような方がいて、こちらからお手伝いできることやサポートできればいいが、そのあたりが私も含めて住民から理解されてない面がある。担当の障がい者支援課に御相談いただいてお願いしたい。
《回答》（事務局）　人権男女共生課では女性相談員による何でも相談があり、相談の内容を聞くと、精神疾患のある方がお見えなのかなといった相談を多く感じる。その場合は他の課をご案内することもある。障がい者支援課、福祉課、子育て子育ち支援課と色んな課と連携する必要があり、話を進めていきたい。
　　　　　　　　　例えば、正しい理解の周知では講座を開いたり、リーフレットを作ったりということができる。

　　　　　　　いずれにしても地域社会で支え合っていけるような仕組みが必要だと考えている。

【犯罪被害者支援、インターネットによる人権侵害、様々な人権問題】
【質 問】（委　員）　生活環境課で相談支援を行ったと資料にあり、人権男女共生課では情報収集に努めたとある。犯罪被害者支援について相談の件数はどのくらい来ているのか。

　　　　　　　　　　犯罪被害者支援センターでもここ何年かで大きな事件があって、二次被害もある。

　　　　　　　　　　私たちができることは相談を受けて対応するが、地域の中、市町村にやっていただくのはとても大きい。連携が難しいところですが相談がどれだけ来ているか教えていただければと思う。
《回 答》（事務局）　こういった相談は入っておらず、0である。上小被害者支援ネットワークは事務局が警察署になる。その中で市はもちろんのこと医療機関や、他の自治体とネットワークを組み、定期会議は行っている。市の中で生活環境課などに相談窓口があるが、その相談をとりまとめるのが人権男女共生課になっている。とりまとめは行ってはいるが、実際に相談は来ていない状況の中、警察署の方に聞いたところ、警察署の方にそのような相談がされ、相談された方につきましては犯罪被害者支援センターの方に御案内いただいている。
　　　　　　　　　　その方がいらっしゃる地域、自治体としてあまり関われていない状況にありますので力を入れていかなければいけないと思っている。
【質　問】（委　員）　被害防止の観点から真田は有線電話があり、定期的に駐在さんから注意を呼び掛けているが、これは行政が行っているのか。
《回 答》（委　員）おそらく駐在で行っているので警察署が行っている。

【意 見】（委　員）　真田町の場合、有線電話で放送があるので助かっている。災害時に高齢者に安否確認をするが、普通の電話ではほとんど出ない。有線電話は出てくれて安否確認できるので、真田はその点では便利である。

　　　　　　　
【要 望】（委　員）　犯罪被害者の支援の関係で犯罪被害者週間が11月25日から12月1日まであり街頭などで啓発して周知しているかと思う。行政のデジタル化が進んでいてホームページでほとんど載っているが、ホームページを利用できない、見ることができない方もいるので広報誌でも月一回だが、この週間だけでも掲載して、長野被害者支援センターがあることを周知した方がいい。件数も増えてきているので、どこかで聞いたなという程度でもいいので知っていただくことが大切だ。
《回 答》（事務局）広報誌、広報うえだの活用をしていきたい。
　　　　　　
【令和4年度の審議について】
　
（事務局）　　来年度につきましては犯罪被害者等支援について、昨年記憶に新しいかと思うが、5月に坂城町で銃撃事件が起きた。ご家族2人を亡くされた遺族の方はそれだけでも苦しく悲しい思いをされているが、近隣住民から繰り返し地域が迷惑した、お前たちが悪いなどと、誹謗中傷受け大変だったと信毎の記事にも掲載されていた。

　　　　　　　県でもそういった方々の支援をするために条例づくりを今年度行っており、来年4月に
施行するということで審議されている。上田市民からも犯罪被害者等の支援をする条例を
作るべきでないかといった意見をいただいている。市としても犯罪被害者に誰もがなり
得ることもあるので支援のための条例を来年度考えていきたい。この審議会は年に1回
だが、来年は4回程開催させていただき、皆さんのご協力を仰ぎたい。

まずは、犯罪被害者のことに詳しい方をお招きするなどして皆さんと理解を共に深めていきたいと考えている。犯罪被害者支援に力を入れていきたいが意見などあればいただきたい。
【要 望】（委　員）上田で条例を作っていただきたい。県でも審議会で協議してパブリックコメントを出して施行となるはず。それを受けて各市町村が動き出したと聞いている。全国的にも増えてきている。ただ、中身をみると実行性のあるものないものが見受けられる。ぜひ、上田市は実用性のある犯罪被害者のために考えられた条例を作っていただけたらと思う。
　オンラインで先進的な市として横浜市の担当者の講演を企画したので、ぜひ皆さんにも聞いていただきたい。
（事務局）　　　5年に一度市民の意識調査を行ってきていて、来年はその年である。
年度内を目安に調査をまとめ、それをもとに人権施策に関する様々な事項について、
御検討いただきたいと思っている。
【質 問】（委　員）コロナも収束してきたが、資料の1ページにある女性に対する相談事業など、相談者数者人数。保育課の方でも利用状況があるが、新型コロナウイルスによって大きく今までと変わってきたことはあるか。
それによってWithコロナで今後について我々としても検討していく必要がある。
　　　　　　　　犯罪被害者支援について大事なことだと思う。加害の方についてですが、加害者自身は法律に基づいて刑務所へ行く。その家庭に対してまわりから何か言われているのかどうかの実態はどうなのか。（支援の範囲について）犯罪被害者等の「等」に加害者が入るのか疑問だ。
《回 答》（事務局）色々な相談の推移について、人権男女共生課で行っている女性相談員による何でも相談では、コロナ中でも相談の数は横ばいでした。特に増減もなくコロナということもあり、相談に来づらかったのではないかと思う。ただ、女性の非正規雇用労働者が多く、実際に雇い止めなど困窮に苦しんでいる女性が多いというデーターが国の方からも出ている。行政だけではなく相談事業を行っているNPO法人と一緒に困窮している女性の方への相談の窓口拡大を進めている。
　　　　　　　　女性相談員以外の推移については確認しお伝えする。
　　　　　　　　加害者への実態は、加害者の方の支援をしている長野県地域生活定着支援センターに確認する。
　　　　　　　　また、犯罪被害者支援に加害者は対象には入らない。

　　　
7　その他　

8　閉　会　
（　以上　1時間10分　）



≪審議会概要記載に係る留意事項≫


①　審議の経過及び結果について、委員や事務局の発言をそのまま記載するのではなく、市民に分かりやすく要約して記載してください。


②　発言者の個人名は掲載しないでください。


③　記載内容の趣旨が誤って伝わらないよう、表現等に留意してください。


④　審議の内容のみではなく、事務局からの説明についてもできるだけ記載してください。必要に応じて、審議会で使用した資料を添付してください。


⑤　文末は、「です・ます調」ではなく、「である調」で統一してください。





＊会議概要は原則として公開します。会議終了後、１週間以内に“政策企画課”及び行政改革推進室へ提出してください。


　但し、次回会議で会議概要の確認を要する場合は、この限りではありません。


＊行政改革推進室への提出にあたっては、部局内で決裁を受けてください。


＊非公開及び一部非公開としたものについては、その理由を記載してください。








